
グローバルな環境変化を強く意識

成長戦略実行計画をはじめとする成長力の強化
◆デジタル市場ルール整備、フィンテック・金融、モビリティ、コーポレート・ガバナンス
◆全世代型社会保障への改革： 高齢者雇用、中途・経験者採用促進、疾病・介護予防
◆人口減少下での地方施策強化：乗合バス・地域銀行経営統合・共同経営、地方への人材供給

人づくり革命、働き方改革、所得向上策の推進
◆人づくり革命：幼児・高等教育無償化、大学改革、リカレント教育
◆働き方改革：長時間労働の是正、多様で柔軟な働き方の実現、同一労働同一賃金
◆所得向上策：就職氷河期世代支援プログラム、最低賃金引上げ

地方創生の推進
◆東京一極集中の是正、地方への新たな人の流れの創出
◆観光・農林水産業活性化、海外活力取込み、中小・小規模事業者支援

グローバル経済社会との連携
◆Ｇ20における持続的成長へのコミットメント、TPP等の21世紀型ルールの国際標準化
◆データの越境流通等のルール・枠組み、SDGsを中心とした環境・地球規模課題への貢献

新経済・財政再生計画の着実な推進
◆「経済再生なくして財政健全化なし」。600兆円経済と2025年度財政健全化目標の達成
◆基盤強化期間（2019年度～21年度）の「目安」に沿った予算編成

次世代型行政サービスを通じた効率と質の高い行財政改革
◆デジタル・ガバメント::国主導の情報システム・データ標準化、書類・対面手続簡素化、自治体のデジタル化
◆政府情報システムに関するプロジェクト管理の開始・拡大、予算の一括要求・計上

主要分野ごとの改革の取組
◆社会保障：予防・重症化予防・健康づくりの推進、年金制度改革、医療・介護制度改革
◆社会資本整備:スマートシティの実現、重点プロジェクトと生産性向上、PPP/PFI、公的ストックの適正化
◆地方行財政：交付税など財政制度改革、公営企業・第三セクター経営改革、見える化・横展開
◆文教・科学技術：PDCAサイクルの徹底、EBPM推進による予算の質の向上

歳出改革等に向けた取組の加速・拡大
◆ 「見える化」の徹底・拡大や先進・優良事例の全国展開、インセンティブ改革

◆2019年度は、臨時・特別の措置等により、消費税率引上げ前後の需要変動を平準化、経済の回復基調に影響を及ぼさないように取り組む
◆キャッシュレス・消費者還元事業、プレミアム付商品券事業、耐久消費財（自動車・住宅）の税制・予算措置の実施により、消費の喚起・下支え
◆来年度予算編成においても、適切な規模の臨時・特別の措置を講ずる。海外経済の下方リスクに十分目配りし、リスクが顕在化する場合には、機動的な政策を躊躇なく実行

－ 第４次産業革命による高度な経済、便利で豊かな生活が送れる社会の実現
－ 人生100年時代の到来を見据え、誰もがいくつになっても活躍できる社会の構築

新たな時代への挑戦：「Society 5.0」実現の加速

⑵成長と分配の好循環の拡大⑴潜在成長率の引上げによる成長力の強化
経済財政運営の
基本認識 ⑶誰もが活躍でき、安心して暮らせる社会づくり

生産性と成長力の伸び悩み
人口減少・少子高齢化の進行

デジタル化と第４次産業革命の進展 地方経済の活性化

デフレ脱却・経済再生最優先の基本方針。あらゆる政策を総動員し、経済運営に万全を期す

経済財政運営と改革の基本方針2019（案）～「令和」新時代：「Society 5.0」への挑戦～

直面する課題
通商問題・保護主義の台頭 社会保障と財政の持続可能性 海外経済の下方リスク

Society 5.0時代にふさわしい仕組みづくり 経済再生と財政健全化の好循環

当面の経済財政運営と令和２年度予算編成に向けた考え方

持続的かつ包摂的な経済成長の実現と財政健全化の達成の両立
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